
   
平成 23 年３月 15 日 

各 位 

会社名   国際チャート株式会社 

代表者名  代表取締役社長 勝部 泰弘 

（コード：３９５６） 

問合せ先  執行役員経営管理センター長  

川澄 洋一 

（TEL 048－728－8169） 

 

親会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

平成 23 年３月 22 日付で、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主に異動がありますの

で、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．異動予定年月日 

 平成 23 年３月 22 日（本公開買付けの決済の開始日） 

 

２．異動に至った経緯 

 東芝テック株式会社（以下「東芝テック」といいます。）が平成 23 年２月 14 日より実施

した当社の普通株式に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）が平成 23

年３月 14 日をもって終了し、本日、東芝テックより本公開買付けにおいて当社の普通株式

3,396,500 株の応募があり、その全てを取得することとなった旨の報告がありました。 

 この結果、本公開買付けの決済の開始日である平成 23 年３月 22 日付で、東芝テックの

当社の総株主等の議決権に対する所有割合が 50％を超えるため、東芝テックは、新たに当

社の親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなる予定です。 

 また、当社の親会社及び主要株主である筆頭株主であった横河電機株式会社（以下「横

河電機」といいます。）は、その保有する当社株式の一部（3,240,000 株（当社発行済株式

総数に対する割合：54.00％））について、本公開買付けに応募した結果、当社の親会社及

び主要株主である筆頭株主に該当しないこととなります。 

 なお、本公開買付けの結果等の詳細につきましては、本日別途開示しております「東芝

テック株式会社による当社株式に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」をご参照下

さい。 

 

 



３．親会社及び主要株主である筆頭株主等の概要 

（１）新たに親会社及び主要株主である筆頭株主に該当することとなる株主の概要 

① 商 号 東芝テック株式会社 

② 本 店 所 在 地 東京都品川区東五反田二丁目 17 番２号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役 取締役社長  鈴木 護 

④ 事 業 内 容 
ＰＯＳシステム、複合機・複写機、バーコードシステム等の開発、製造、

販売、保守サービス事業等 

⑤ 資 本 金 39,970 百万円（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

⑥ 設 立 年 月 日 1950 年（昭和 25 年）２月 21 日 

⑦ 連 結 純 資 産 137,579 百万円（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

⑧ 連 結 総 資 産 279,871 百万円（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

⑨ 大株主及び持株比率 

（平成 22 年９月 30 日現在） 

㈱東芝                          50.02％

日本トラスティ・サービス 信託銀行㈱(信託口)         3.48％

日本マスタートラスト 信託銀行㈱(信託口)           2.36％

資産管理サービス信託銀行㈱ （証券投資信託口）              1.62％

第一生命保険㈱                       1.26％

東芝テック社員持株会                     1.10％

日本トラスティ・サービス 信託銀行㈱(信託口９)        1.05％

メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ    0.98％

クライアント メロン オムニバス ユーエス ペンション  

(常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行 決済営業部)  

東京海上日動火災保険㈱                    0.84％

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン      0.75％

エス エル オムニバス アカウント  

(常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行 決済営業部) 

⑩ 当 社 と の 関 係 

資本関係 ：当社と東芝テックとの間には、記載すべき資本関係はありま

せん。 

人的関係 ：当社と東芝テックとの間には、記載すべき人的関係はありま

せん。 

取引関係 ：当社は東芝テックからラベルプリンタとラベル紙の仕入れ取

引の実績があります。また、当社は東芝テックのバーコード

プリンタ等の販売代理店として、事業活動を進めておりま

す。 

 

 

 

 



（２）親会社及び主要株主である筆頭株主に該当しないこととなる株主の概要 

① 商 号 横河電機株式会社 

② 本 店 所 在 地 東京都武蔵野市中町二丁目９番 32 号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 海堀 周造 

④ 事 業 内 容 制御機器、計測機器等の開発、製造、販売 

⑤ 資 本 金 43,401 百万円（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

⑥ 設 立 年 月 日 1920 年（大正９年）12 月１日 

⑦ 連 結 純 資 産 144,103 百万円（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

⑧ 連 結 総 資 産 352,193 百万円（平成 22 年 12 月 31 日現在） 

 

 

 

 

 

 

⑨ 大株主及び持株比率 

(平成 22 年９月 30 日現在) 

第一生命保険㈱                      8.45％ 

日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口)          6.80％ 

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱(信託口)        6.00％ 

日本生命保険相互会社                   5.32％ 

横河電機持株会                      3.27％ 

みずほ信託銀行㈱ 退職給付信託 みずほコーポレート銀行口  2.47％ 

再信託受託者 資産管理サービス信託銀行㈱ 

東京海上日動火災保険㈱                  1.75％ 

みずほ信託銀行㈱ 退職給付信託 みずほ銀行口        1.72％ 

再信託受託者 資産管理サービス信託銀行㈱ 

ステート ストリート バンク アンド トラスト         1.61％ 

カンパニー ５０５２２５ 

（常任代理人 ㈱みずほコーポレート銀行決済営業部） 

ノーザントラスト カンパニー (エイブイエフシー)       1.39％ 

サブアカウント ブリティッシュクライアント 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

⑩ 当 社 と の 関 係 

資本関係 ：横河電機は、当社普通株式を 3,423,300 株(株式所有割合：

57.06％)保有しております。 

人的関係 ：当社の監査役である作野周平氏は、横河電機の常務執行役

員経営監査本部長を、同安本憲典氏は同社の法務室担当部

長をそれぞれ兼務しております。その他、出向者１名を受

け入れております。 

取引関係 ：横河電機との間で当社が製造・販売する記録紙等の取引が

ありますが、重要な取引関係はありません。 

 

 

 

 



４．異動前後における当該株主等の所有に係る議決権の数及び議決権の総数に対する割合 

（１）東芝テック株式会社 

 
属性 

議決権の数 

（所有株式数） 

総株主等の議決権の 

数に対する割合 

異動前 

（平成 22年９月 30日現在） 
― 

0 個 

（  0 株） 
0.00％ 

異動後 

親会社及び主

要株主である

筆頭株主 

33,965 個 

（3,396,500 株） 
56.61％ 

（２）横河電機株式会社 

 
属性 

議決権の数 

（所有株式数） 

総株主等の議決権の 

数に対する割合 

異動前 

（平成 22 年９月 30 日現在）

親会社及び主

要株主である

筆頭株主 

34,233 個 

（3,423,300 株） 
57.06％ 

異動後 ― 
1,833 個 

（183,300 株） 
3.06％ 

（注１）「総株主等の議決権に対する割合」の計算においては、当社が平成 23 年２月９日に提出

した第 52 期第３四半期報告書に記載された平成 22 年 12 月 31 日現在の総株主等の議決

権の数（１単元の株式数を 100 株として記載されたもの）です。ただし、単元未満株式

も本公開買付けの対象としていたため、「買付け等後における株券等所有割合」の計算に

おいては、上記四半期報告書に記載された平成 22年 12 月 31 日現在の対象者の発行済株

式総数 6,000,000 株から、上記四半期報告書に記載された平成 22 年 12 月 31 日現在の対

象者の保有する自己株式 60 株を控除した 5,999,940 株に係る議決権の数である 59,999

個を、総株主等の議決権の数として計算しております。 

（注２）「総株主等の議決権の数に対する割合」については、小数点以下第三位を四捨五入してお

ります。 

 

５．今後の見通し 

  当社は、本公開買付けにより東芝テックの連結子会社となる予定です。当社の経営体制に

ついては、平成 23 年６月に開催予定の当社の第 52 回定時株主総会以後、東芝テックから若

干名の役員が派遣される予定です。 

  また、当社の業績に与える影響につきましては、今後、業績予想修正の必要性及び公開す

べき事項が生じた場合には速やかに開示します。 

  なお、当社株式は株式会社大阪証券取引所 JASDAQ スタンダード市場に上場しております

が、本公開買付け後も、引き続き上場を維持する予定です。 

 

以上 


